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４．プロジェクトの考え方・進め方

（６）公園緑地施設の計画的な更新の基本方針づくり 

 ＜リーディングプロジェクト【６】＞ 

１）長寿命化による計画的な維持管理の必要性の背景 

１）－１ 国における公共施設などの総合的かつ計画的な管理の推進について 

近年、公共施設などの老朽化対策が大きな課題となっています。国や地方公共団体においては、

厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少などにより公共施設などの利用需要が変化していくこ

とが予想されます。これをふまえ、早急に公共施設などの全体の状況を把握し、長期的な視点をも

って更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担を軽減し、平準化するとと

もに、公共施設などの最適な配置を実現することが必要となっています。 

また、このように公共施設などを総合的かつ計画的に管理することは、地域社会の実情にあった

将来のまちづくりを進める上で不可欠であるとともに、昨今、推進されている国土強靭化（ナショ

ナル・レジリエンス）にも資するものです。 

国においては、「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（平成 25 年 6 月 14 日

閣議決定）における、インフラの老朽化が急速に進展する中、『新しく造ることから賢く使うことへ』

の認識のもと、平成 25 年 11 月には「インフラ長寿命化基本計画」が策定されています。 

各地方公共団体においては、こうした国の動きと歩調をあわせ、速やかに公共施設などの総合的

かつ計画的な管理を推進するための計画（公共施設など総合管理計画）の策定への取り組みが望ま

れています。 

 

１）－２ 「多摩市公園緑地施設長寿命化計画」（案）の策定 

国では、「公園施設長寿命化計画策定指針」（案）（平成 24 年 4 月）を定め、メリハリのあるスト

ックマネジメントを行うことが通知されました。それに基づき地方公共団体では、都市公園の価値・

重要性について、公園緑地の立地や周辺自然環境、人口、世帯構成などをふまえ、将来の利用の見

込みも勘案しつつ整理し、ストックの状況を的確に把握して、施設ごとの管理方針、長寿命化対策

の予定時期・内容などを、最も低廉なコストで実施できるよう整理することが求められています。 

「多摩市公園緑地施設長寿命化計画」（案）の策定にあたっては、「多摩市都市基盤施設維持・更

新基本計画」（平成 22 年 2 月）や国の指針(案)に基づき公園緑地の施設状況を確認整理して、予防

保全型管理を行う施設と事後保全型管理を行う施設に区分して対応を図ります。 

さらにこれらの施設状況をデータベース化して、長寿命計画化運用や公園緑地台帳の整理など今

後の維持管理に役立てます。 
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４．プロジェクトの考え方・進め方

１）－３ 公園緑地のストックマネジメント検討フロー 

国の「公園施設長寿命化計画策定指針」（案）では、ストックマネジメントの検討フローを次のよ

うに整理しています。多摩市でもこのフローをもとに「多摩市公園緑地施設長寿命化計画」（案）を

検討作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・地域にとっての都市公園の価値・重要性について、位置づけを整理 

基本事項 項 目 内 容 

公園外部の条件 

自然条件 気象、地形、生物 など 

社会条件 人口、土地利用、地域の性格、交通、都市施設 など 

人文条件 歴史、文化財、景観、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ需要、ｽﾎﾟｰﾂ需要 など 

その他の条件 ｴﾈﾙｷﾞｰ（設備関係）、住民意識 など 

公園内部の条件 

設計意図 想定した利用者層、空間ﾃﾞｻﾞｲﾝ、施設配置、植栽ﾃﾞｻﾞｲﾝの意図 など 

利用者特性・履歴 
想定利用者層（当初、現在、将来）、利用者の愛着、維持管理への市民

の関わり、経過年数 など 

自然条件 保存樹木、植生、風、日照、排水、地形、池 など 

社会的条件 境界線、各種権利、既存物件 など 

人文的条件 文化財 など 

都市公園の価値・重要性の検証・整理 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

重点的にストックマネジメントに取り組む公園と施設の分類 

（重点的にストックマネジメントに取り組む都市公園） 

○規模の大きい建築物・運動施設・土木構造物を有する総合公園や運動公園など 

○小規模であっても子ども達が利用する遊具が多い街区公園・近隣公園 

（ストックマネジメントにおける公園施設の分類）※各施設の特徴をふまえた長寿命化を検討することが重要

○劣化や損傷を未然に防止しながら長持ちさせるべき施設（予防保全型管理） 

○機能しなくなった段階で取り換える施設（事後保全型管理） 

○遊具（予防保全型管理・事後保全型管理） 

○植栽（整枝・剪定、枝下ろし、伐採、粗放的管理（自然樹形）、植え替え、新植市民に親しまれている植栽、

市民管理がされている植栽） 

 

生態系の多様性保全・都市の景観保全による検討整理項目 

○生物系の多様性保全（生態系の多様性、種の多様性、遺伝子の多様性） 

○都市の景観保全、自然環境学習、自然レクリエーション、思い出ベンチの設置（集いや憩いのしかけづくり）

○雨水循環、防災・減災、ＣＯ2 固定、ヒートアイランドなど微気象の緩和 

「多摩市公園緑地施設長寿命化計画」（案）の策定 
（公園機能の転換を図る公園への対応、公園全体の再整備の検討など） 
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４．プロジェクトの考え方・進め方

２）公園緑地の樹木毎木調査 

２）－１ 都市公園の樹木毎木調査 

多摩市では、都市公園の計画的な更新に向けて、平成 25 年度に都市公園 132 箇所の樹木の毎木調

査を実施しました。平成 27 年度から、ストックマネジメントを行うための、公園施設の施設状況調

査を実施して、管理水準の設定や施設状況のデータベース化に取り組みます。 

 

２）－２ 都市緑地の樹木総量調査 

多摩市は、43 箇所の都市緑地を保有しています。これらの都市緑地についても、民家や集合住宅

などが隣接している部分が多く、公園と同様に落ち葉の問題や日照、洗濯物や布団干しへの影響な

ど多様な苦情などが寄せられています。これらに適切に対応していくために、樹木の総量調査を実

施して、計画的な更新の基本方針づくりに資することとしました。 

都市緑地では、樹木の密生やアズマネザサなどが繁茂している緑地が多く、緑地内に入り込むこ

とが困難な緑地もあります。平成 26 年度には、多摩市内に位置する都市緑地のうち、市民ボランテ

ィアが活動している 4 箇所の緑地について、調査のモデル実施を行いました。今後は、この結果を

もとに、他の都市緑地の樹木総量調査を実施します。 

 

２）－３ 調査結果の活用 

実施した毎木調査や樹木総量調査の結果については、データベース化を図るとともに、その結果

をグリーンライブセンターに保管して、関係する市民の皆さんに閲覧していただき「みどりのカル

テ」づくりや「みどりの管理シート」づくりなど、みどりの課題解決や関わるみどりを進めるにあ

たっての地域での合意形成に活用していただきます。 

 

３）市民協働や関係機関などと連携する取り組み 

３）－１ 公園緑地の状況把握と情報活用 

多摩市には、204 箇所の公園緑地があります。これらの多くが多摩ニュータウン事業にともない

1970 年代から 1980 年代にかけて整備されています。これら公園緑地の施設管理にあたっては、多

額の経費を要します。施設管理費の軽減化や施設の長寿命化に向けて、予防保全型管理や事後保全

型管理など計画的な撤去・更新の方針を定め運用していくことが必要です。そこで、市民の皆さん

のみどりへの関わりにより、公園緑地の施設状況（樹木など植物の状況も含む）を市へ提供しても

らうシステムの構築を検討します。 

システム構築の検討にあたっては、市民の皆さんの協力を得て、情報の収集とその活用をしやす

くするとともに、担当部署においてもその運用が容易となるシステムを検討します。また、収集し

た情報をもとに公園緑地台帳を整理し、その成果をグリーンライブセンターに保管して、関係する

市民の皆さんに閲覧していただき「みどりのカルテ」づくりや「みどりの管理シート」づくりなど

に活用していただきます。 
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４．プロジェクトの考え方・進め方

３）－２ 公園緑地の施設状況情報提供システム活用 

施設状況情報提供システムでは、市民の皆さんの協力を得て、施設状況を提供してもらうシステ

ムの活用を検討します。 

例としては市民の皆さんが所持しているＧＰＳ機能付きのモバイルフォンなどを用い、写真撮影

した情報を一元的に運用できるシステムとします（図 4-(6)-1 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネットを活用した地域情報の交換ツールの一つとして、総務省が主体となり「地域ＳＮ

Ｓによる地域の活性化」が進められています。平成 22 年 2 月時点で全国 519 の地域でその活用が進

められています。ソーシャルメディアの 1 類型である地域 SNS（social networking service）は、

地域を対象に顔の見える実際の地域社会と融合した利用を目的として構築されています。 

施設状況通報システム構築の検討にあたっては、これらのツールの活用も視野に、運営のしやす

さや経費支出の少ないシステムの構築を検討します。 

市民の皆さんの情報提供・協力
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図 4-(6)-1 公園緑地の施設状況情報提供システム活用イメージ図 
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